
 政策Ⅱ―１ 安全対策の推進  
 

   

 様々な災害や事件・事故等に即座に対応できるよう危機管理体制の強化を図るとと
もに、防災・防犯等に関する意識の啓発、地域を守る自主的な取組みや交通安全対
策等の推進、安全な県土づくりを進めます。 

 

○ 多様化・大規模化する災害・事故、予測できない突発的な重大事案に対応するため、
危機管理の充実等、的確に対処できる体制を強化する必要があります。 

○ 県内の犯罪認知件数は減少傾向にあるものの、犯罪の内容は悪質・巧妙化していま
す。 

○ 交通事故件数は減少傾向にありますが、依然として交通事故で尊い生命が失われて
おり、また死者数に占める高齢者の割合も高いものとなっています。 

○ 消費者トラブルは複雑、多様化し、消費者被害は依然として後を絶ちません。 
○ まだ整備されていない災害危険箇所が多く残っています。 
○ BSE 問題、食品の産地や品質、賞味期限などの偽装表示及び残留農薬等の基準値超
過案件の発生など、食の安全・安心を脅かす問題が生じています。 

 

○ 風水害や地震など自然災害に強い県土づくりを計画的に進めるとともに、災害発生
時の被害を最小限に抑える体制を充実します。 

○ 県民との協働による地域防犯活動や交通安全対策などに取り組むとともに、不測の
緊急事態に対応できる危機管理体制を強化します。 

○ トラブルや被害に遭わないよう適切な判断ができる自立した消費者の育成と消費者
被害の防止に努めます。 

○ 生産から消費に至る一貫した食の安全の確保を図ります。 

 

 
 9  23  

①犯罪率 8.2 件／千人 7.2 件／千人 

②交通事故年間死者数 42 人    40 人以下 

③日頃から地震など災害への備
えに取り組んでいる人の割合 

19.7％ 35％ 

④自主防災組織率 37.5％ 

 

50％ 

 

① 人口千人当たりの刑法犯認知件数です。 

② 交通事故発生から 24 時間以内に死亡した年間の死者数です。 
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③ 「県政世論調査」で「日頃から地震などの災害への備えに取り組んでいる」と答えた人の割合

です。 

④ 自主防災組織が組織されている地域の世帯数の総世帯数に占める割合です。 

 

 

① 危機管理体制の充実・強化            ・・・  P-152- 
② 消防防災対策の推進               ・・・ P-154- 
③ 原子力安全・防災対策の充実           ・・・  P-156- 
④ 治安対策の推進                 ・・・ P-158- 
⑤ 交通安全対策の推進               ・・・  P-160- 
⑥ 消費者対策の推進                ・・・ P-162- 
⑦ 災害に強い県土づくり              ・・・ P-164- 
⑧ 食の安全の確保                 ・・・ P-166- 

 

○ 普段から、災害が起きた場合の避難場所や行動の仕方などについて家族や自治会で
話し合っておきましょう。 

○ 一人ひとりが交通ルール・マナーを遵守し、地域ぐるみで交通弱者である子どもや
高齢者等を交通事故から守りましょう。 

○ 犯罪のない安全で安心なまちづくりを実現するため、一人ひとりが「自分たちの地
域は自分で守る」という意識を持ち、地域ぐるみで防犯活動に取り組みましょう。 

○ 消費者被害に巻き込まれないよう、お互いに声を掛け合いましょう。 
 

〔取組み事例〕 
【地域におけるボランティア団体の活動】 
島根県内では、300 を超える防犯ボランティア団体が結成され、安全で安心なま
ちづくりに向けた取組みが進められています。特に、出雲市においては、40 の団体
により「出雲地区防犯ボランティア連合会」が設立され、青パト（青色回転灯を装
着した車両）による登下校時のパトロール、沿岸地区での週末深夜パトロール、青
パトの導入研修会や青色防犯灯普及に向けた活動などを行っています。 
また、「出雲市総合ボランティアセンター運営委員会」では、災害時におけるボ
ランティアマニュアルを出雲市社会福祉協議会などとともに作成し、被災者支援活
動の普及に向けた活動を行っています。 
 
【食の安全を確保する取組み】 
島根県養鶏協会は、鶏卵の生産・流通過程をインターネットでチェックできる鶏
卵トレーサビリティを導入しています。店頭表示している二次元バーコードを使
い、携帯電話では生産者の名前や住所などを調べることができ、また、インターネ
ット上では鶏種や鶏舎構造、飼料、衛生管理などの詳しい生産者情報を確認するこ
とができます。 
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 政策Ⅲ―１ 教育の充実  
 

   

○ 乳幼児期からの発育・発達段階に応じた人づくりの大切さを学校・家庭・地域が共
有する中で、一人ひとりの可能性を開花させ、ふるさとに愛着と誇りをもち、社会
の一員として自立して生きていくことができる子どもたちを育みます。 

 
 

○ 子どもたちの基本的生活習慣の乱れや規範意識・社会性の低下などが指摘されてい
ます。 

○ 学力・体力の低下、いじめ・不登校児童生徒の増加など、懸念される状況にある子
どもたちがいます。 

○ 子どもたちが、確かな学力を身につけるとともに、生命の尊さや家族の大切さを理
解することが大切です。学校･家庭･地域が連携して、子どもたちの成長を支援する
必要があります。 

○ 特別な支援を必要とする児童生徒が増加するなど、一人ひとりの教育的ニーズに応
じたきめ細かな指導・支援が必要となっています。 

 
 

○ 基本的生活習慣や社会性を身に付けた、感性豊かなたくましい子どもを育てるため
に、学校・家庭・地域が連携協力し一体となった取組みを推進します。 

 
○ 学力の向上対策、キャリア教育、特別な支援を必要とする児童生徒への対応など、
発達段階に応じたきめ細かな教育の充実に取り組みます。 

 
○ 地域社会全体で青少年が健全に成長できる環境づくりを推進します。 
 
○ 大学等の高等教育機関については、地域や時代の要請に応え、地域と密着した研究・
教育活動が充実されるよう企業、自治体、教育・研究機関等と連携を深めるととも
に、国際的な視野を持ち多様な価値観を認める人材育成を目指します。 

 
 

 

  23  

子どもが発達段階に応じて心身
ともに健康に育っていると思う
人の割合 

－ 

 

70％ 

○ 学校・家庭・地域が一体となって取り組む中で、「子どもたちが発達段階に応じて心身ともに健
康に育っている」ことを県民の意識を通してみる指標です。「県政世論調査」において、「そう思
う」「どちらかといえばそう思う」と回答した人の割合です。 

※ 指標の調査は平成 20年度から実施します。目標値は、平成 18 年度に行った「県政世論調査」に
おける教育政策に対する評価（「よくやっている」「まあまあだ」と回答した人の割合：53.2％）
を参考に設定しました。 
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① 学校・家庭・地域の連携協力による教育の充実    ・・・  P-206- 
② 発達段階に応じた教育の振興            ・・・ P-208- 
③ 青少年の健全な育成の推進             ・・・ P-212- 
④ 高等教育の充実                  ・・・  P-214- 
 

 

 
○ ふるさとに愛着をもち、知性と感性の豊かな思いやりのある子どもたちを育むため
に、大人が多様な価値観を大切にし、発達段階に応じた育て方を考えながら、子ど
もを見守り、支えましょう。 

 
○ 家庭や地域の支えの中で子どもたちは、様々な体験により達成感、充実感を得ると
ともに、失敗を乗り越えることによって自信や意欲が培われます。家庭は日常生活
の中での体験の機会を子どもたちに作りましょう。また、地域は、子どもを地域全
体で育むという考え方に立って、家庭の教育を支えましょう。 

 
○ 青少年は大人社会を写す「鏡」です。青少年の健全育成を自らの問題として捉え、
地域社会全体で青少年への影響が懸念される社会環境を改善しましょう。 

 

 

〔取組み事例〕 

【子どもの成長支援】 
浜田市の石見公民館では、地域で子どもを育む土壌をつくり、地域の教育力を向
上させるため、放課後の子どもの居場所づくりを通じて、子どもを支援する大人た
ちのネットワークづくりの取組みを進めています。 
また、ボランティアグループ「浜田のまちの縁側」は、この活動と連携しながら、
高齢者、主婦、県立大学生など、多くの人々によって、子どもから高齢者まで、す
べての人に開かれた居場所づくりを進めています。 
 
【子ども読書の推進】 
「桜江町読書普及協議会」では、家庭、学校、地域社会が連携協力し、各地区公
民館を拠点に「子ども読書会」の活動を続けています。読み聞かせや地元の民話を
素材にした紙芝居をはじめ、四季を通じた行事や高齢者との交流も行い、地域と子
どもたちの結びつきを大切にした活動をしています。 
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 政策Ⅲ―４ 自然環境、文化・歴史の保全と活用  
 

   

○ 豊かな自然や文化・歴史に親しみ、理解を深めながら、次の世代へ継承するととも
に、魅力ある地域づくりのために持続可能な活用を進めます。 

○ 先人が築き上げた豊かな景観を保全するとともに、地域の特性に調和した新しい景
観を創造します。 

○ 県民誰もが、地球市民としての認識をもち、環境の保全に努め、環境への影響が少
ない社会の実現を目指します。 

 
 

○ 平成 17 年に宍道湖・中海がラムサール条約湿地に登録されたことを契機に、自然か
ら恩恵を受けつつ、自然環境を保全していく意識が高まっています。 

○ 平成 19 年の「古代出雲歴史博物館」開館や石見銀山の世界遺産登録により、島根の
歴史と文化に対する関心が高まっています。 

○ 美しい景観は、潤いや心の豊かさをもたらします。地域の発展と調和を図りながら
保全し、創造していくことが必要です。 

○ 豊かな自然環境を守り、将来へ引き継いでいくため、環境への負荷の少ない循環型
社会に向けての県民一人ひとりの取組みが必要です。 

 
 

○ 県民参加による森づくりなど自然環境保全の取組みを推進します。    
○ 自然公園や自然学習施設を活用した自然とのふれあいを推進します。    
○ 自然と文化・歴史が県民共有の財産であるという意識を高め、地域資源として活用
を図りながら良好に保存します。    

○ 地域の優れた景観を守り、魅力ある景観づくりを推進します。 
○ 県民、事業者、行政が一体となって、地域における環境保全や地球温暖化対策、廃
棄物の抑制などの取組みを推進します。 

 
 

 

  23  

①自然公園等の年間利用者数 865 万人 865 万人 

②景観づくりに関する住民協定数 212 件 220 件 

③島根県において、文化財の保存･
継承と活用がなされ、地域の歴
史･文化が豊かと思う人の割合 

57.2％ 60％ 

④地球温暖化対策協議会の会員数 5,642 人 

 

11,100 人 

①～④ 自然環境、文化・歴史の保全と活用に取り組んでいる状況をみる指標です。（施策参照） 
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① 多様な自然の保全                 ・・・ P-228- 
② 自然とのふれあいの推進              ・・・ P-230- 
③ 景観の保全と創造                 ・・・ P-232- 
④ 文化財の保存・継承と活用             ・・・ P-234- 
⑤ 環境保全の推進                  ・・・ P-236- 

 

○ 自然学習施設や自然公園などを利用したり、身近な自然とふれあうことで、潤いや
やすらぎを感じる生活を楽しみましょう。 

○ 花と緑にあふれるまち並みを増やし、美しい景観づくりに努めましょう。郷土の歴
史・文化遺産への関心を深め、貴重な地域資源として保存・継承する活動に積極的
に関わっていきましょう。 

○ 冷暖房の適切な温度管理やエコドライブに心がけ、エネルギーの節約に取り組みま
しょう。ごみを出さない、使えるものは繰り返し使う、出てしまったごみはリサイ
クルしましょう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔取組み事例〕 
【森づくりと環境負荷の軽減に向けた実践活動】 
県内各地で森づくりに向けた取組みが展開されています。NPO 法人「もりふれ倶
楽部」は、森林ボランティアを養成し、間伐等の作業や里山自然塾などの啓発活動
を精力的に実践しています。また、「しまね企業参加の森づくり制度」による県内
企業の森林保全活動も進められています。 
女性を中心に結成された「環境とエネルギーを考える消費者の会」では、消費者
の立場で無理なく実践できる省エネの実践方法を広めるなど、環境保全意識の啓発
活動を展開しています。 
 
【蓮華会舞の保存活動】 
隠岐の島町の隠岐国分寺に伝わる蓮華会舞は、舞楽の流れをくむ芸能で、国の重
要無形民俗文化財に指定されています。奈良・平安時代に日本に伝えられた舞楽の
多くは既に廃れていますが、この蓮華会舞は、いにしえの姿を今に伝える貴重な古
典芸能です。平成 19 年の本堂焼失の際には面・衣装・楽器などすべての用具を失
いましたが、「隠岐国分寺蓮華会舞保存会」を中心とした地元の熱意と努力により、
わずか半年あまりですべての用具を復元し、保存・伝承活動を続けています。 
 
【景観の保全創造活動】 
「築地松景観保全対策推進協議会」では、出雲市、斐川町の 151 地区で住民協定
を締結し、行政ともタイアップして築地松の剪定などの維持管理や町並み保全に取
り組むとともに、職人の後継者育成、子供ついじまつ教室や観光客への PR など、
幅広い景観活動を行っています。 
また、益田市の「鎌手ふるさとおこし推進協議会」は、美しい海岸沿いに水仙を
植える「水仙の花咲く里づくり」活動を平成元年から続けています。100 万本もの
花が咲く全国有数の水仙園は、地域の高齢者や小・中学生など多くの人によって広
がりつつあり、訪れる人々の心を惹きつけています。 
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○ テロ事件や新興感染症などの予測できない危機に対し、迅速・的確に対処できるよ
うに体制を充実・強化し、県民の生命、身体及び財産の被害を最小限にします。 

 
 

○ 米国で発生した同時多発テロ（平成 13 年）などのテロ・ゲリラ事件や北朝鮮による
ミサイル発射、地下核実験（平成 18 年）などの予測できない突発的な重大事件に対
する県民の不安が高まっています。 

○ 平成 15 年以降、中国広東省などにおいて発生した重症急性呼吸器症候群（SARS）は、
瞬く間に世界規模で感染が拡大し、社会生活にも大きく影響を及ぼしました。また、
鳥インフルエンザ（H5N1）の世界的な流行、散発的なヒトの感染発生の継続から、
ヒト－ヒト感染を起こす新型インフルエンザの出現が強く懸念されています。 

○ 県では、様々な事案に迅速かつ的確に対応するため危機管理対策本部を設置し、庁
内全体で情報を共有し応急対策を実施することとしています。また、武力攻撃やテ
ロ攻撃などから県民の生命・身体・財産を守るため、平成 18 年に策定した「島根県
国民保護計画」に基づき県民の避難、救援及び武力攻撃災害への対処を行うことと
しています。 

○ 各分野におけるシミュレーション訓練や情報伝達訓練、実動部隊による個別的・実
践的な事案対応訓練などにより、危機管理能力、実践的対応能力の向上を図るとと
もに、関係機関との連携を強化し、危機管理体制を充実・強化していく必要があり
ます。 

 
 

○ 武力攻撃事態などにおける、国民保護措置を迅速かつ的確に実施する対応力を高め
るため、「島根県国民保護計画」に定めた関係機関との連携体制の整備や訓練などを
着実に実施します。 

○ 感染症医療提供体制の整備や感染症発生動向調査の拡充を図るとともに、感染症発
生時を想定した訓練を実施します。 

 
 

 

  23  

事案認知から第１回会議開催ま
での時間 

３時間 

 

３時間以内 

 
○ 事案発生の第一通報を受け、調査等の情報収集により危機管理事案として認定し、１回目の危機
管理連絡会議を開催するまでの対応時間です。消防防災課職員が登庁するまでの時間が 30 分以
内、関係課職員が登庁するまでの時間が１時間以内、事案に関する情報収集及び対応の検討、危
機管理対策本部会議等の開催準備のための時間を最大２時間とし、併せて３時間以内の開催を目
指します。 

 
 

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進（P -86-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 危機管理対策事業 
〔担当課〕消防防災課 

○ 災害対策基本法に定める災害以外の危機事
案に対して、県民の保護を目的として迅速な
初動体制の立ち上げ、応急対策の実施を行な
います。 

 
◇ テロ等突発事案対策事業 

〔担当課〕警察本部警備部 
○ テロリスト等の侵入を水際で防止するため、
広報活動を推進するとともに、関係機関との
連携を強化し、沿岸部における不審事案を早
期に認知する態勢を確立します。万一、テロ
等の突発的な重大事案が発生した場合に備
え、実戦的な訓練を反復実施します。 

 
◇ 感染症の医療体制整備事業 

〔担当課〕薬事衛生課 
○ 多種多様な感染症に備えるための指定医療
機関の体制整備と検査機器や防護服等の整
備、関係職員に対する研修を行います。 
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○ 防災関係機関等の連携の強化や防災訓練の実施、緊急連絡体制を整備し、 風水害、
土砂災害、地震、大規模火災・事故等の災害の発生時の県民の生命、身体及び財産
への被害を最小限にします。 

 
 

○ 島根県は、急峻な中山間地域が 80％以上を占めるなど、その自然環境の特性から幾
多の風水害に見舞われてきました。 

○ 県民の防災意識の向上、災害のおそれのある土地の明確化と利用規制、警戒・避難
に必要な情報提供、消防団の活性化や自主防災組織等の育成強化、防災訓練の充実、
緊急物資の整備に取り組むことが必要です。 

○ 災害発生時には、「減災」のために、県、市町村の迅速な初動対応の確立、被害情報
収集と警戒・避難対策の確立、緊急輸送路の確保、周辺住民への広報活動、被災者
への物資等の配付など、災害応急対策を迅速、的確に実施することが重要です。 

○ 平成 18 年７月豪雨を契機として、島根県は、市町村が行う高齢者等の災害時要援護
者に対する避難支援体制整備の推進のために、ガイドラインを作成しました。 

○ 火災の予防・消火、救急救助など迅速な対応、消防体制の広域化と体制の強化が課
題となっています。 

○ 災害時の医療提供体制を確保するため、災害拠点病院の整備や搬送体制など関係機
関の連携強化を進めています。 

 
 

○ 防災訓練の実施、緊急物資の整備、常備消防の体制強化と広域化、市町村消防団の
活性化により、防災関係機関の災害対応能力を充実強化します。 

○ 自主防災組織の育成強化により、地域の防災力の向上を図ります。 
○ 土砂災害警戒区域等の指定を進めるとともに、新水防システムの開発を進め、警戒
避難体制を整備します。 

○ 住宅・建築物の耐震化を促進するため、市町村や関係団体等と連携し、県民の意識
啓発や支援等に取り組みます。 

○ 市町村における「災害時要援護者避難支援対策」の取組みが進むよう、市町村や民
生委員、市町村社会福祉協議会などへの働きかけを行います。 

 
 

 

  23  

①事案認知から第１回会議開催
までの時間 

60 分 60 分以内 

②公共建築物の耐震化率 61％ 81％ 

③土砂災害警戒区域の指定箇所
数 

11,637 箇所 

 

30,000 箇所 

① 災害情報等の認知から１回目の災害対策本部会議開催までの対応時間です。消防防災課職員が登

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進（P -86-） 
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庁するまでの時間を 30分以内、情報収集や会議開催準備の時間を 30分以内、一方、関係職員の
登庁時間は 60 分以内として、併せて 60 分以内の開催を目指します。 

② 多数の者が利用する公共建築物（県庁、市町村役場、小・中学校、体育館、公営住宅等）の耐震
化対策の進捗状況です。「島根県建築物耐震改修促進計画」における公共建築物の耐震化率の目
標値（平成 27 年度末 95％）から目標値を設定しました。 

③ 土砂災害のおそれのある土地を明らかにし、市町村が行うハザードマップ（災害危険箇所、情報
の伝達方法、避難場所などを記載したもの）作成の支援などを目的として指定する区域です。21
市町村の全てで警戒区域の指定を完了することを目指します。 

 

 

 
事 業 名 概   要 

◇ 災害警備体制強化事業 
〔担当課〕警察本部警備部 

○ あらゆる災害現場を想定した実戦的訓練や
自衛隊及び消防等防災関係機関との合同訓
練を実施し、救出・救助技能の向上と連携態
勢を強化します。 

 
◇ 震災、風水害等災害対策事業 

〔担当課〕消防防災課 
○ 地震や風水害などが発生したときに被害を
最大限未然に防げるよう防災訓練や自主防
災組織の育成支援などを実施するとともに、
被害が発生した場合においても迅速、適切な
対応により被害の軽減や被災者への支援を
行います。 

 
◇ 防災情報システム整備事業 

〔担当課〕消防防災課 
○ 防災関係機関が、的確な情報連絡体制の確立
と防災情報の共有化を図れるようシステム
を整備し、災害の未然防止や拡大防止を行い
ます。 

 
◇ 豪雨災害対策緊急事業 

〔担当課〕河川課 
○ 洪水時における避難行動が迅速かつ適切に
行えるよう水防情報の発信や周知方法を分
かり易いものとし、また想定氾濫区域の指
定、市町村が作成するハザードマップの作成
支援を行います。 

 
◇ 土砂災害防止対策の推進に関
する事務 

〔担当課〕砂防課 

○ 土砂災害のおそれのある土地の情報、雨量情
報、土砂災害危険度情報などを市町村や住民
に提供し、土砂災害から県民を守る取組みを
支援します。 

 
◇ 建築物等地震対策促進事業 

〔担当課〕建築住宅課 
○ 大規模地震から県民の生命と財産を守るた
め、平成 19 年２月に作成した島根県建築物
耐震改修促進計画に基づき、建築物の耐震診
断や耐震改修の促進など建築物の耐震化に
向けた施策を総合的に推進します。 
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○ 県民が安心して暮らせる日本一治安の良い地域社会を実現するため、凶悪化、組織
化、国際化する犯罪への対応を強化するとともに、県民の自主防犯活動と連携し地
域に密着した取組みを推進します。 

 
 

○ 県内の犯罪発生件数は、警察における街頭犯罪抑止対策や防犯ボランティア団体等   
による防犯活動など、官民一体となった治安対策に取り組んだ結果、平成 16 年から
４年連続で減少しています。 

○ 殺人事件や強盗事件、振り込め詐欺事件の発生など、犯罪の内容が悪質・巧妙化し
ています。また、子どもや高齢者が被害者となる事件も多発しており、県民に不安
を与える犯罪が後を絶たない状況にあります。 

○ 犯罪の発生を抑止し、犯罪を検挙する活動を一層推進するとともに、「島根県犯罪の
ない安全で安心なまちづくり条例」等に基づき、県民の自主防犯活動と連携した活
動の促進を図るなど、施策の総合的な推進を図る必要があります。また、犯罪被害
者等に対する支援の取組みにも期待が高まっています。 

 
 

○ 殺人や強盗などの重要犯罪や振り込め詐欺等知能犯罪の検挙を徹底するため、捜査
活動の効率化・高度化を図るほか、県民から広く情報提供を求めるとともに、積極
的な犯罪情報の提供を行います。 

○ 暴力団等による組織犯罪や来日外国人犯罪の取締りを強化するとともに、関係機関 
・団体・企業と連携し、平穏な市民生活を脅かす反社会的勢力排除の機運を高めます。 
○ 県民の身近で発生する犯罪に対応するため、交番・駐在所の機能を強化し、積極的 
なパトロールを展開するなど、街頭活動の強化を図るほか、地域安全情報の提供を
進めていきます。 

○ 安全で安心なまちづくりを推進するため、地域住民による自主防犯活動を積極的に
支援するとともに、防犯ボランティア団体の結成及びネットワーク化を促進し、活
動を活性化します。また、子どもを犯罪被害から守るため、通学路を中心とした防
犯パトロールや防犯教室の開催等、学校・防犯ボランティア団体と連携した安全確
保対策を強化します。 

○ 犯罪被害者等の権利が尊重され、十分な支援が受けられるよう関係機関・団体等と 
連携した支援活動を推進します。 
 

 

 

  23  

犯罪率 8.2 件／千人 

 

7.2 件／千人 

○ 人口千人当たりの刑法犯認知件数（暦年）です。平成 19 年の犯罪率（暫定値）の全国最低値の
数値、6.0 件／千人を 10年後の目標とし、現状値から一定の割合で減少すると仮定して目標値を
設定しました。 

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進（P -86-） 
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事 業 名 概   要 
◇ 治安基盤強化事業 

〔担当課〕警察本部警務部 
○ 治安対策を推進するためには、恒常的に人
的、物的及び制度的基盤整備を図ることが必
要です。優秀な人材を確保し、教育の充実を
図るとともに、装備資機材の整備や業務の見
直し・効率化を徹底し、治安基盤の強化を推
進します。 

<安全・安心なまちづくりの推進> 
◇ 日本一安全安心まちづくり事業 
◇ 街頭活動強化事業 
◇ 交番機能強化事業 
◇ 子ども安全対策事業 
〔担当課〕警察本部生活安全部 

○ 身近な犯罪の発生を抑止し、日本一治安の良
い地域社会を実現するため、自治体や防犯ボ
ランティア等と連携・協働し、子どもの犯罪
被害を防止する活動を推進するとともに、パ
トロール及び職務質問等の現場活動を強化
することにより、安全で安心なまちづくりを
推進します。 

◇ 犯罪のない安全で安心なまち
づくりの推進 
〔担当課〕環境生活総務課 

○ 犯罪のない安全で安心な地域社会の実現の
ため、「普及啓発」や、防犯活動団体等の育
成や地域における連携強化のための「ひと・
団体・ネットワークづくり」などに取り組み、
地域に根ざした安全安心、まちづくり活動の
推進を図ります。 

◇ サイバー犯罪対策事業 
〔担当課〕警察本部生活安全部 

○ インターネット上に氾濫する違法・有害情報
やサイバー空間を悪用した犯罪から県民を
守るため、取締りを推進するとともに、関連
事業者との連携、情報セキュリティに関する
講習会等の啓発活動を推進します。 

◇ 凶悪犯罪等対策事業 
〔担当課〕警察本部刑事部 

○ 凶悪犯罪の犯人を早期に検挙するため、凶悪
事件発生時には、現場捜査員の集中運用を図
るとともに、現場資料採取等の捜査活動を推
進します。 

◇ 暴力団対策事業 
〔担当課〕警察本部刑事部 

○ 県内の各種事業所等を対象とし、暴力団等反
社会的勢力による犯罪被害を未然に防止す
るための暴排講習会・講演会等を開催しま
す。また、既存暴排組織等の自主的活動の促
進を図るための各種支援活動を推進します。 

◇ 犯罪被害者対策事業 
〔担当課〕警察本部警務部 

○ 関係機関と連携して情報提供、カウンセリン
グ、再被害防止のための安全確保及び診断書
料の公費負担等の支援活動を実施するとと
もに、県民に対して犯罪被害者等に対する理
解促進を図ります。 

◇ 警察安全相談事業 
〔担当課〕警察本部警務部 

○ 警察に寄せられる相談の内容に応じ、的確な
指導助言を行うとともに、違法行為者に対し
て警告・検挙などの措置を講じ、犯罪等によ
る被害を未然に防止し、県民の不安を解消し
ます。 
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○ 交通安全県民運動や交通安全教育を推進し、県民の交通安全意識を一層高めるとと
もに、交通環境の整備や交通指導取締りにより、県民を交通事故から守ります。 

 
 

○ 県内の交通事故は、近年、発生件数・死傷者数とも減少傾向となっています。特に、
平成 19 年の死者数は、昭和 33 年以降では最少となりました。今後この減少傾向を
定着させていく必要があります。 

○ 死亡事故の特徴としては、「高齢者」や「夜間・国道」の割合が高くなっています。
特に本県では、運転免許の所有者に対して高齢者が占める割合は、全国一であり、
毎年、多くの高齢者が交通事故の犠牲になっています。 

○ 交通事故の多くは、前方不注視や安全不確認など基本的ルールの欠如により発生し
ています。このため、交通事故防止を自動車運転者や自転車利用者を含め、県民一
人ひとりが自らの問題として考え、交通ルールとマナーを守り、安全な行動がとれ
るよう、交通安全意識を高めていくことが大切です。 

○ 道路利用者すべての安全・安心を確保するため、道路の整備や改良とともに「人優
先の道づくり」の視点に立ち、ユニバーサルデザインの考え方に基づく、歩行空間
の整備など、交通環境の整備が求められています。 

 
 

○ 県民の交通安全意識を高めるため、自動車運転者や自転車利用者を含め、県民総ぐ
るみの交通安全県民運動を推進するとともに、関係機関・団体と協働して交通安全
対策を推進します。 

○ 増加傾向にある高齢者の交通事故を防止するため、戸別訪問指導など効果的な交通
安全教育を推進するとともに、シルバーリーダーの養成などにより、高齢者の交通
安全対策を強化します。 

○ 夕暮れ時から夜間の事故多発時間帯や国道９号等事故多発路線において、交通事故
に直結する悪質・危険性の高い飲酒運転、最高速度違反、信号無視等交差点関連違
反の取締りを強化します。 

○ 安全快適な歩行のために、「あんしん歩行エリア」や「事故危険箇所」を重点として、
歩道や自転車道の新設、歩車分離式信号機の導入、見やすく分かりやすい標識・標
示の整備など、道路交通環境を整備します。 

 
 

 
  23  

①交通事故年間死者数 42 人 40 人以下 

②交通事故年間死傷者数 3,131 人 2,800 人以下 

③歩道の整備率 71％ 

 

79％ 

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進（P -86-） 
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①② 国を挙げて交通事故死者数の減少を目指しており、平成 24年までに交通事故死者数 5,000 人以
下とする政府目標に対応し、県内では、平成 24年までに死者数 37 人以下を達成する必要があるこ
と及び第８次島根県交通安全計画を基にして、それぞれの目標値を設定しました。数値は暦年（１
月～12 月）です。 
③ 県管理道路のうち、歩道が必要な区間 1,340 ㎞に対する整備率です。 
 

 

 
事 業 名 概   要 

◇ 交通安全計画策定事業 
〔担当課〕交通対策課 

○ 交通安全施策を着実に推進していくために、
交通安全対策基本法に基づき、総合的かつ長
期的な交通安全計画を定めます。 

◇ 交通安全推進事業 
〔担当課〕交通対策課 

○ 交通事故防止に向けて県民一人ひとりの交
通安全意識を高め、交通ルールの遵守と交通
マナーの向上を推進します。 

◇ 安全な歩行・走行のための道路
整備事業 

〔担当課〕道路維持課 

○ 安全に歩行・走行できるように歩道・自転車
道の新設、既設歩道の段差解消を実施しま
す。 

◇ 交通安全啓発事業 
〔担当課〕警察本部交通部 

○ 交通安全思想の普及・浸透を図るため、ホー
ムページやテレビ・ラジオ等あらゆる媒体を
活用し、交通事故の実態や事故防止のポイン
トを分かりやすく解説するなど、効果的な広
報啓発活動を推進します。 

◇ 交通安全教育事業 
〔担当課〕警察本部交通部 

○ 県民の交通安全意識と交通マナーの向上を
図るため、幼児から高齢者まで、対象に応じ
た交通安全教育を推進します。特に、高齢者
による事故を防止するため、個別訪問指導等
高齢者の交通安全教育を強化します。 

◇ 運転者対策事業 
〔担当課〕警察本部交通部 

○ 飲酒運転等交通事故に直結する違反の取締
り強化や行政処分の早期執行等によって悪
質・危険運転者対策を推進するとともに、更
新時講習や処分者講習等の内容を充実させ、
優良運転者を育成します。 

◇ 交通管制システム整備事業 
〔担当課〕警察本部交通部 

○ 渋滞の軽減等交通の円滑と快適性の向上を
図るため、キーインフラである光ビーコンの
整備や交通情報提供の充実・高度化など、交
通管制システムの整備を促進します。 

◇ 交通安全施設整備事業 
〔担当課〕警察本部交通部 

○ 交通事故の防止と交通の円滑を図り、快適な
交通環境を実現するため、交通信号機のバリ
アフリー対策や機能の高度化、見やすく分か
りやすい交通規制標識・標示の整備など、交
通安全施設の整備を促進します。 
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○ 自立した消費者の育成、取引の適正化、苦情処理・紛争解決体制の整備等を推進し、
県民の消費生活の安全・安心を確保します。 

 
 

○ 規制緩和や高度情報化の進展、社会経済のグローバル化などにより、新しい商品や
サービスが登場し消費者の利便性は大きく向上しましたが、一方で消費者トラブル
は複雑・多様化し、後を絶ちません。 

○ 島根県消費者センターが受け付けた相談件数は、減少傾向にあるものの、依然とし
て年間８千件を超えています。苦情相談が多く寄せられる内容では、多重債務の整
理方法、ヤミ金融など金融に関するもの、覚えのない有料サイトの料金請求などイ
ンターネットを介したものなどがあります。 

○ 相談者では、高齢者の割合が増加しています。悪質商法など高齢者が巻き込まれる
消費者トラブルを防ぐため、地域全体で見守っていく必要があります。 

○ 消費者が一定期間内に一定の商品･サービス契約について無条件解約できる「クーリ
ング・オフ」制度の正しい知識の普及をさらに進めていく必要があります。 

○ 県民が安全に安心して消費行動ができる環境をつくるため、事業者の法令遵守、取
引の適正化の監視・指導を強化し、県民一人ひとりが必要な知識と判断力を備え、「自
立した主体」として消費行動ができるよう支援していくことが求められています。 

 
 

○ 消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動できるよう、消
費者の自立を支援します。消費者被害の未然防止、拡大防止のため、情報提供や啓
発に努めます。 

○ 消費者からの苦情･相談に応じ、助言やあっせんによりトラブルの解決と被害の救済
にあたるとともに、身近な相談窓口である市町村の相談機能の充実を支援します。 

○ 事業者が適正に商品やサービスを提供するよう指導･監督を行います。 
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クーリング･オフ制度を知って
いる人の割合 

66.2％ 

 

70％ 

 
○ 「県政世論調査」において、クーリング･オフ制度について、「よく知っている」「ある程度知っ
ている」と回答した人の割合です。 

 
 
 
 
 
 

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進（P -86-） 
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実
施
計
画

政
策
Ⅱ
・
１
の
施
策

 
 

 
事 業 名 概   要 

◇ 消費者自立支援事業 
〔担当課〕環境生活総務課 

消費生活室 

○ 消費者啓発、消費者教育を実施し、自立した
消費者の育成に努めます。また、消費者リー
ダー育成、消費者団体の育成・支援を実施し、
地域での消費者啓発活動のリーダー、組織の
育成に努めます。 

 
◇ 消費者苦情処理事業 

〔担当課〕環境生活総務課 
消費生活室 

○ 商品の購入やサービスの提供に関してトラ
ブルが生じた場合、消費者の相談に応じ、そ
の解決と被害の救済に当たります。また、市
町村の相談体制の充実のため、相談窓口担当
者に対する研修会を実施します。 
企業、団体等が行う研修会を推進するため、
研修会に講師を派遣します。 

 
◇ 事業者に対する指導・監督事務 

〔担当課〕環境生活総務課 
消費生活室 

○ 景品表示法、特定商取引法、消費生活条例等
に基づき、事業者が適正に商品や役務を提供
するよう、監視、指導します。 

 
◇ 身近な経済犯罪対策事業 
〔担当課〕警察本部生活安全部 

○ 金融事犯、資産形成事犯、特定商取引等事犯、
健康に被害を及ぼす薬事・医事関係事犯、食
の安全・安心に係る事犯、偽ブランド事犯等、
消費者生活に深刻な影響を与える身近な経
済犯罪の検挙対策及び被害防止対策を推進
します。 
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○ 青少年が、社会の一員として必要な社会規範や自立性、社会性を身に付け、心身と
もに健やかに成長するよう、学校・家庭・地域・関係団体と連携して環境整備を進
めます。 

 
 

○ 非行少年数は減少傾向にあるものの、傷害・恐喝等の粗暴犯が増加するとともに、
再非行率が全国平均を上回るなど憂慮すべき状況にあります。 

○ インターネットなど様々なメディアからの有害情報の氾濫や深夜営業店の増加など、
青少年を取り巻く環境の変化は、新たな問題行動を誘発・助長し、青少年の健全な
育成に悪影響を及ぼしています。 

○ 学校・家庭・地域・関係団体と連携して、青少年の規範意識や社会性を高めるため
の地域活動や環境整備を進めていく必要があります。 

○ 様々な問題を抱える家庭や子どもたちが増加しており、関係機関・団体が一体とな
った相談体制の充実や立ち直り支援が求められています。 

 

 

○ 青少年にとって好ましくない営業形態や有害情報等の氾濫を防止するための規制、
模範となるべき地域社会の大人自身の意識改革など、関係機関・団体、企業、学校、
家庭、地域住民等と連携して、青少年が健全に成長できる環境づくりを進めます。 

○ 地域住民による非行防止のための活動や青少年の社会参加活動を育成・支援します。 
○ 関係機関や団体等と連携して、様々な問題を抱える家庭や青少年に対する相談や立
ち直りの支援を行います。 
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①青少年健全育成活動年間参加
者数 

29,085 人 40,000 人 

②刑法犯少年の再非行率 35.6％ 

 

30％ 

 

① 県、青少年育成島根県民会議などが行う活動への参加者数の増加を目指します。ここ数年増加を
見込み、目標値を設定しました。 

② 青少年の再非行率の減少を目指します。平成 19 年の全国平均値（30％）を目標値としました。 
 

 

政策Ⅲ－１ 教育の充実（P -96-） 
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実
施
計
画

政
策
Ⅲ
・
１
の
施
策

 

 

 

事 業 名 概   要 

◇ 青少年を健やかに育む意識向
上事業 

〔担当課〕 青少年家庭課
 

○ 大人自身のモラル向上や家庭が担う役割の
再認識、青少年への影響が懸念される社会環
境の改善など、青少年健全育成に対する県民
の意識を高めるため、広報啓発や地域での取
組みの支援を行います。 

 

◇ 地域で育む子ども対策事業 

〔担当課〕警察本部 生活安全部
 

○ 地域の子どもは地域で守ることを基本に、関
係機関・団体、学校、家庭、地域等と連携し
て、少年の社会参加活動や子どもたちを違
法・有害な情報から守るための対策を推進し
ます。また、子ども支援センターと連携して、
様々な困難を抱える少年に対する立ち直り
支援を推進します。 

 

◇ 少年非行防止対策事業 

〔担当課〕警察本部 生活安全部
 

○ 少年を非行から守り、育てるために、ボラン
ティア団体、地域住民と協働した街頭活動を
強化するとともに、非行防止教室の開催によ
る少年の規範意識の醸成、少年相談による悩
みやいじめ問題の解決等の対策を推進しま
す。 
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○ 県民、事業者、行政が一体となって、地域における環境保全や地球温暖化対策に取
り組むとともに、環境への負荷の少ない循環型社会の実現を目指します。 

 
 

○ 大気・水質環境は、おおむね良好な状態を保っていますが、大気中の光化学オキシ
ダント濃度が季節的に高濃度になる現象が見られたり、都市部の河川などで水質環
境基準を満たしていないところもあります。 

○ 島根県では、2010 年の二酸化炭素の排出量を 1990 年に比べ２％削減することを目標
としていますが、2004 年時点では 14.6％増加している状況です。 

○ 日常生活や事業活動において、身近な環境の保全に取り組むとともに、省エネルギ
ーの推進、新エネルギー導入などによる二酸化炭素排出抑制に取り組むことが求め
られています。 

○ 一般家庭や事業所等からの廃棄物の排出量については、近年、減少傾向が見られま
すが、循環型社会を構築するためには、引き続き、廃棄物の発生抑制、資源の循環
利用、廃棄物の適正処理を進めることが必要です。 

○ 自然循環機能の維持保全を図るため、環境にやさしい農林水産業を推進する必要が
あります。 

 

 

○ 大気環境や公共用水域の水質の定期的な監視等を行うとともに、より迅速な情報の
提供に努めます。 

○ 島根県地球温暖化対策協議会のもとに、県民、事業者、行政が各分野で進めている
対策の連携を強め、より多くの県民、事業者が具体的な二酸化炭素削減の行動に移
されるよう取り組みます。 

○ 太陽光発電、風力発電、水力発電、バイオマス利用などの新エネルギーの利活用の
促進に向けて、調査・研究や普及啓発を行います。 

○ 環境への負荷の少ない循環型社会を実現するため、県民、事業者、行政のそれぞれ
が適切な役割を担い、廃棄物等の３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）及び適正処
理の取組みを進めます。 

○ 資源の循環利用や合理的な施肥技術・減農薬など環境への負荷軽減に向けた農林水
産業の取組みを推進します。 
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①地球温暖化対策協議会の会員
数 5,642 人 11,100 人 

②公共用水域における BOD
（COD)環境基準達成率 79.4％ 85％ 

③一般廃棄物の年間排出量  261 千トン  245 千トン 

④エコファーマー認定数 1,653 人 

 

2,200 人 

政策Ⅲ－４ 自然環境、文化・歴史の保全と活用（P -102-） 
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実
施
計
画

政
策
Ⅲ
・
４
の
施
策

 

① 地球温暖化防止対策を推進するために民間団体、一般県民、行政機関等で構成する島根県地球

温暖化対策協議会の会員数です。当該協議会における平成 22 年度末の目標値です。 

② 公共用水域における BOD(COD)に係る環境基準達成率は、環境基準が達成されている水域数の

割合です。34 水域中 27 水域が達成されており、今後 2水域の達成を目指します。 
 
※BOD（COD）：生物化学的酸素要求量。好気性バクテリアが、水中の有機物を酸化分解するの

に必要な酸素量で、水質汚濁の指標の１つ。化学的酸素要求量（COD）が海域や
湖沼で用いられるのに対し、BOD は河川の汚濁指標として用いられます。 

 

③ 県民の取組みと直接関係する家庭や事業所から排出される一般廃棄物の排出量です。「しまね

循環型社会推進計画」の平成 22 年度末の目標値です。 

④ エコファーマーとは、堆肥等による土づくりと減農薬・減化学肥料を一体的に行なう知事の認

定を受けた農業者です。販売農家の約 1割を目指します。 

 
 

 

事 業 名 概   要 

◇ 省エネ･３Ｒの県民行動促進事

業 

〔担当課〕環境政策課 
 

○ 県民や事業者の省エネ、省資源の環境に配慮
した行動に対し、エコポイントの付与等の経
済的なインセンティブを与える県民運動を
展開します。 

 
◇ 事業者における地球温暖化対

策事業 

〔担当課〕環境政策課 
 

○ 二酸化炭素排出量の過半を占める事業者に
対し、環境保全と経済活動が両立した地球に
やさしいエコ経営の普及を図ります。 

 

◇ 産業廃棄物適正処理対策事業 

〔担当課〕廃棄物対策課 
 

○ 産業廃棄物処理に対する住民の不安を払拭
し、安全で信頼のできる産業廃棄物処理体制
の確保を図るため、排出事業者・処理業者等
に対する指導や産業廃棄物処理施設に対す
る監視・指導を行うとともに、不法投棄の発
生・再発の防止及び原因者の究明・指導等を
行います。 

 
◇ 廃棄物の減量化・循環利用対策

事業 

〔担当課〕廃棄物対策課 
 

○ 県民、事業者、及び行政が一体となって廃棄
物の発生抑制(Reduce:リデュース)、再使用
（Reuse:リユース）、再生利用（Recycle:リ
サイクル）の３Ｒの取組みを促進します。 

 
◇ キラリと光る環境を守る農業
宣言推進事業 

〔担当課〕農畜産振興課 
 

○ 農業者・消費者双方が「環境を守る農業宣言」
を行うことにより、環境にやさしい農業の推
進と県土保全について共通認識に立ち、県民
挙げて『環境農業』の推進を図ります。 
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事 業 名 概   要 

◇ 人と環境にやさしい農業推進
事業 

〔担当課〕農畜産振興課 

○ エコロジー農産物に対する県独自の推奨制
度の浸透を図るなど、化学肥料・農薬の大幅
な低減に向けた環境にやさしい農業の取組
みを推進します。 

 
◇ しまね新エネルギーの導入促
進 
〔担当課〕土地資源対策課 

 

○ 県が平成 19 年度に改定した新エネルギー導
入促進計画に基づき、太陽光発電の公共施設
や住宅等への導入や風力発電、地域資源の有
効活用を意図した木質バイオマスエネルギ
ー等の導入を促進します。 

 
＜宍道湖・中海の水質保全＞ 

◇ 宍道湖・中海水質保全事業 

◇ 宍道湖流域下水道運転管理事業
〔担当課〕環境政策課 

下水道推進課
 

○ 宍道湖・中海に係る湖沼水質保全計画を推進
し、両湖の水環境及び周辺住民の生活環境の
保全を図ります。 

○ 宍道湖流域下水道東部浄化センターで窒
素・リンを取り除き、宍道湖・中海の水質を
保全します。 

 

◇ 下水道等の汚泥活用事業 

〔担当課〕下水道推進課
 

○ 県内で発生する下水道等の汚泥を有効な資
源として活用します。 

 

 

◇ 建設副産物対策事業 

〔担当課〕技術管理課
 

○ 公共工事の発注者等に建設副産物である建
設廃棄物及び建設発生土の発生抑制、適正処
理、再利用等に係る情報、責務、役割を周知
し、発注者の受注者への適切な指導等によ
り、再資源化、再利用、再生利用を推進しま
す。 

 

◇ 環境犯罪対策事業 

〔担当課〕警察本部生活安全部
 

○ 環境犯罪の検挙対策及び抑止対策を推進す
るため、関係機関と連携し、合同パトロール
や早期発見のための情報収集活動を展開す
る。 

 

◇ 県営電気事業 
〔担当課〕企業局施設課 

 

○ 既存の 12 水力発電所と１風力発電所の効率
的な運転に努めるとともに、新たな発電所を
建設します。 
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○ 対話を重視し、双方向の情報共有を進めながら、県民の声がよく県政に反映できる
体制を整えるとともに、県民・企業・NPO などとの幅広い協働を進めることにより、
県民が主体的に地域づくりに参画する総力結集型の行政を推進します。 

 
 

○ 県民の意向を県政に反映していく上では、様々な手段、機会を通じ、情報を迅速か
つ分かりやすく提供する広報と、県民との直接対話や間接広聴事業による広聴の充
実が重要です。 

○ 社会環境の変化などにより、これまでの公共的なサービスの仕組みを継続すること
が困難となるケースが生じています。また、このような状況を克服しようとする地
域住民や民間事業者等の取組みにとって障害となっている規制の見直しなどが必要
となっています。 

○ 県民・企業・NPO などと行政がお互いの利点・特性を活かして共通の目的のもとに協
働する取組みが進んでいます。特に、NPO は今後の公共サービスの新たな担い手とし
て期待が高まっており、保健福祉や環境保全、まちづくりなど様々な分野で活動を
展開しています。 

 

 

○ 知事広聴会、県民ホットラインなど広聴事業を通して把握した県民の意見を県施策
に活かすとともに、効果的、効率的な広報を展開します。 

○ 県民等の自由な発想や提案を広く汲み上げ、地域社会で求められる役割に応じた県
民自らの力による地域課題の解決や、地域活性化を実現する新たな事業の展開を図
ります。 

○ 協働推進員を配置し県庁内の推進体制を整備するとともに、協働に関する理解を深
めるための研修や、協働事業の実践を通し職員の意識改革を行います。 
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①県の広報に対する満足度 57.0% 60% 

②県と協働した年間団体数 385 団体 

 

800 団体 

 
① 県内に居住する満 20 歳以上の県民の意見を聴く「県政世論調査」において広報全般について「満
足している」と回答した人の割合です。より効果的な広報に努め県の広報に対する満足度を高め
ます。 

② 共催、委託、補助、事業協力、施策提言などの形態により県と協働した NPO 法人、任意団体、企
業などの数です。毎年 80 団体程度の増加を見込み、４年後に協働団体数の倍増を目指します。 
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○ 住民に最も身近な基礎自治体である市町村が、地域における充実した行政サービス
を提供できるよう支援するとともに、分権時代にふさわしい県と市町村の役割分担
のもとでの、連携・協力を進めます。 

 
 

○ 地方分権の進展や平成の大合併により本県の市町村数が 59 から 21 に再編され行政
体制が総体的に充実したことに伴い、市町村は、地域住民に最も身近な基礎自治体
として、より自立性の高い行政主体となる必要があり、多様化した住民ニーズに対
応したきめ細かな行政サービスを実践する役割が求められています。 

○ 現在市町村財政は極めて厳しい状況に置かれていることから、平成 19 年に成立した
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断基準を踏まえ、
市町村の健全な財政運営に向け、迅速・適切に対応していく必要があります。 

○ 県内の市町村のほとんどが、過疎地域自立促進特別措置法をはじめとした特定地域
振興に関する各法律の適用を受ける地域であり、引き続きその振興に向けた取組み
を行っていく必要があります。 

○ 地方分権が進展する中で、県と市町村はそれぞれの役割を明確にするとともに、相
互に連携・協力し合い、新たなパートナーシップを築いていく必要があります。 

 

 

○ 県と市町村との関係については、十分な意見交換の下、各市町村の意向を尊重しな
がら、対等のパートナーシップの基に、助言等の支援を行っていきます。 

○ 地方分権の進展や市町村合併により行政体制が総体的に充実したことを踏まえ、市
町村の規模・体制の差も考慮しつつ、基礎的自治体である市町村がさらに行政基盤
を充実・強化し、地域住民の意向を反映した主体的なまちづくりができるよう市町
村への権限移譲を積極的に進めます。 

○ 税源移譲に伴う財政力格差の是正のためには、地方交付税による財源保障・財源調
整が不可欠であることから、島根県の考えを国に強く主張していきます。 

○ 財政健全化法に基づく財政指標や、公会計制度の導入などを通じ、市町村行財政の
健全化に向け助言・支援を行っていきます。 
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市町村への権限移譲項目延べ数 137 項目 

 

374 項目 

 

○ 住民サービスの充実に向け、権限を県から市町村へ移した事務の項目数を指標としました。市町
村への権限移譲計画（平成 19 年３月改訂版）のメニュー事務のうち、重点推奨項目をすべての
対象市町村へ移譲することを目指します。 
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○ 中長期的に持続可能な財政運営の実現に向けて、県民の暮らしや企業活動などへの
影響に十分配慮しながら、財政健全化基本方針に基づく改革を推進します。 

○ 行政内部の歳出削減努力の徹底に加え、あらゆる事業の見直しを進めることによっ
て、将来にわたり安定的な財政運営が行えるようにします。 

 
 

○ 県では、これまでも、「財政健全化指針（平成 14 年 12 月策定）」や「中期財政改革
基本方針（平成 16 年 10 月策定）」に基づき、全国的に見てもトップレベルの厳しい
改革を行ってきました。 

○ しかしながら、現在国が進めている国・地方を通じた歳出改革の取組みに伴い、今
後も更なる地方交付税の削減が見込まれるなど、一段と厳しい財政運営を余儀なく
されています。本県財政の構造的収支不足は今後も 200 億円台後半が見込まれ、こ
のままでは、平成 22 年度にも基金が枯渇し、財政再建団体への転落が危惧される非
常事態です。 

○ 一方で、本格的な地方分権時代を迎え、自らの創意工夫と責任で活力に満ちた島根
を築いていくためには、県が自主的に財政健全化を進め、この難局を乗り切ってい
く必要があります。 

○ このため、「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」に基づき、総人件費の抑
制や外郭団体の見直しなど、行政の効率化・スリム化に徹底して取り組むとともに、
県の行財政全般にわたる徹底した改革を行い、必要な財源の確保に努めます。 

 

 

○ 一定程度の規模の基金を確保しつつ、段階的に収支不足の圧縮を進め、収支均衡の
状態にすることを改革の目標とし、中長期的に持続可能な財政運営を実現します。 

○ 具体には、概ね 10 年後において、130 億円程度の基金を確保した上で、給与の特例
減額などの特例措置なしに収支均衡の状態にすることを改革の目標とします。 

○ 平成 20 年度から平成 23 年度までの４年間を集中改革期間とし、抜本的な改革を集
中して実施します。 
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毎年度発生する収支不足額 260 億円程度 

 

50 億円程度 

 
○ 行政の効率化・スリム化で 90 億円程度、事務事業の見直しで 50 億円程度、財源の確保で 70 億
円程度収支改善を達成することを目標とします。 
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○ 時代の変化に迅速に対応できる活動的な組織、民間の知恵や経験が取り入れられる
柔軟な組織の構築に向け、不断の見直しを行うとともに、職員の一層の資質の向上
を図ることにより、効率的な行政運営を図ります。 

 
 

○ 地方分権が一層進展する中で、社会経済情勢の急激な変化や多様化・高度化する県
民ニーズに適宜的確に対応することができる組織体制に、常に見直していく必要が
あります。 

○ これまでも、簡素で効率的な執行体制の整備を図る観点から、組織のフラット化・
グループ化や、地方機関の統廃合等の見直しを進めてきました。また、平成 15 年４
月から平成 24 年４月までの 10 年間で、一般行政部門の職員を中心に 1,000 人を削
減する計画に取り組み、平成 19 年度までにほぼ 500 人を削減してきました。 

○ 厳しい財政状況が続く中で、更なる行政の効率化・スリム化に取り組む必要があり、
「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」においては、1,000 人の定員削減に
加え、今後 10 年間で更に 500 人程度の追加削減を行うこととしています。 

○ 社会経済情勢が厳しい中、県行政に対する県民の関心は一層高まっており、この県
民の期待に応えていくためには、職員一人ひとりが、持てる能力を最大限に開発・
向上させながら、県の組織目標を達成すべく総力を結集していくことが必要です。 

○ あわせて、高い使命感や倫理観を持ち、幅広い知識・経験に裏打ちされた能力とス
ペシャリストとしての能力を兼ね備えた公務員像の実現を目指す必要があることな
どから、職員の意識改革と資質向上が急務となっています。 

 

 

○ 県の組織については、時代の変化に対応した簡素で効率的な体制に見直します。 
○ 職員数については、「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」に掲げたとおり、
1,000 人の定員削減計画を着実に進めるとともに、事務事業の見直しによる業務量削
減や組織の見直しなどにより 500 人程度の追加削減に取り組みます。 

○ 職員の育成については、一人ひとりの能力開発を進め「県を取り巻く情勢や県民の
声に敏感で」「よく考え、よく議論し、創造し」「何事にもチャレンジ精神を持って
取り組む」姿勢を育てます。 
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職員削減数 511 人 

 

1,000 人 

 
○ 教員・警察官等を除く職員の定数を削減する目標です。 
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○ 島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の達成に向けて、県民満足度の視点か
ら、事業の成果の検証と評価を実施し、以後の県政運営の改善と行政資源の最適配
分に結びつけるマネジメントの取組みを徹底し、その状況を広く公表します。 

 
 

○ 徹底した行財政改革の実施や地方分権の進展に伴い、限られた行政資源を有効に活
用し、自らの判断と責任で地域の実情に即応した政策形成や戦略的な施策展開が要
請されており、より成果を重視した政策主導型の県政運営を行っていく必要があり
ます。 

○ 県では、平成 15 年度から、①県民の視点に立った成果重視の行政を実現すること、
②効率的で質の高い行政運営を実現すること、③県民に対する行政の説明責任を果
たすことをねらいとして、「行政評価システム」を導入し、事業の実施結果を計画に
基づいて評価し、改善に結びつける取組みを進めてきました。 

○ 厳しい財政状況の中にあっても、県政運営の改善に役立つ新しい行政評価の仕組み
づくりと、評価作業の効率化・スリム化を図っていく必要があります。 

 

 

○ 島根総合発展計画の目標達成に向けて、行政評価システムを効果的に運用し、また
計画の進捗状況を県民に分かりやすく公表します。 
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行政評価の結果を事業の改善に
反映した事務事業の割合 

73.5％ 

 

100％ 

 

○ 島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の実現のためには、PDCA サイクル（事業の実施結果
を計画に基づき評価し、以後の改善に結びつける手法）による行政評価を実施することが基本と
なることから、この指標を設定しました。すべての事務事業で実施することを目指します。 
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